
　温室効果ガス排出量の推移（2013年度～ 2021年度）

富士見町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）
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次回（広報８月号）は、「再生可能エネルギー導入ポテンシャルの推計」について紹介します。

要因分析
産業部門：大口排出事業者の割合が大きく、排出量によって変動します。一部大口排出事業者の企業努
　　　　　力によって2018年度以降温室効果ガス排出量が大幅に削減されています。
業務部門：2020年度から2021年度は、新型コロナウイルス蔓延による医療・福祉分野での電気使用量 
　　　　　増加や、寒波到来による暖房の使用量増加が原因となり、排出量が増加したと見られます。
家庭部門：2018年度までは世帯数の減少に伴い、排出量も減少しています。2019年度以降は省エネ家
　　　　　電の導入や住宅の断熱改修工事を実施する家庭が増加したことが推測できます。
運輸部門：自動車保有台数の増減や燃費改善等により変動すると考えられます。近年では保有台数の減
　　　　　少に伴い減少傾向となっています。
廃棄部門：富士見町の可燃ごみ排出量に伴って、温室効果ガス排出量も増減しています。

現状
　最新（2021年度）の温室効果ガス排出量は、
136.0千t-CO2です。（2013年度比26％減）
部門別で見ると、排出量の多い順に、産業部門
（50 . 4％）、運輸部門（20 . 7％）、家庭部門
（16 . 3％）、業務部門（12 . 4％）、廃棄部門
（0.2％）で、全国、長野県に比べ産業部門の排出
量が多くなっています。

　私たちの暮らしから出るごみをできるだけ減らし、再
び資源として活かす「資源循環」は、持続可能な社会を
目指すうえで欠かせない考え方です。

　日本では2000年に「循環型社会形成推進基本法」と
いう法律がつくられ、皆さんもよく知る、ごみの削減
（リデュース）、繰り返し使う（リユース）、再び資源
にする（リサイクル）という3つの取り組み（３R）を基
本として、国や自治体、企業、そして市民一人ひとりの
役割が定められました。

　その後も、さらに具体的な取り組みとして家電リサイ
クル法や食品リサイクル法といった特定の分野ごとにリ
サイクルのルールが整えられ、無駄のない社会づくりが
進められてきました。

　これまでお伝えしている通り、ごみ問題の解決には何
よりも私たち一人ひとりの取り組みが重要です。そのた
めには、より地域にあった取り組みを行う必要がありま
す。

　来月以降、長野県及び富士見町ではどのような具体的
な取り組みを行っているのか、ご紹介していきます。

資源循環に係る日本の取組 
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